会　　議　　録

１　会議名　　　第８回「（仮）三好町自治基本条例」策定ネットワーク会議

２　日　時　　　平成１９年１１月６日（火）

　　　　　　　　午後１時３０分から午後３時０８分まで

３　場　所　　　三好町役場　西館４階４０２会議室

４　出席者　　　
　（１）策定委員　　

委員長　：久野知英（町長）

副委員長：鳥居鐐一（商工会代表）
委　員　：佐宗正行（公募町民）　　　　小嶋鋼治（民生児童委員代表）　

杉浦優子（公募町民）　　　　三井敬子（女性団体代表）
田中朋子（公募町民）　　　　中田稔大（青年会議所代表）
鈴木仁恵（公募町民）　　　　長山家久（教育委員会代表）
小嶋　實（区長会代表）　　　新谷千晶（ＮＰＯ法人代表）

三浦重雄（区長会代表）　　　天石惇郎（国際交流協会代表）

鈴木輝二（区長会代表）　　　冨田義親（行政代表）

冨田　正（区長会代表）　　　廣瀨正己（行政代表）

欠　席：神田友美（公募町民）　久野韶光（農業委員会代表）　　　

　（２）事務局職員

　　　　　　　　正木町民協働部長　　　　　　赤川町民協働部次長

　　　　　　　　柳川町民活動支援課長　　　　伊藤町民活動支援課主幹

　　　　　　　　伊藤総務課主幹　　　　　　　近藤総務課課長補佐

　　　　　　　　村田町民活動支援課係長　　　津呂町民活動支援課主事

５　会議公開の可否　　　公開　／　傍聴人数　２人

６　会議経過

（１）委員長あいさつ

・昨年１１月８日に第1回のネットワーク会議を開催して以来、１年が経過し、本日で８回目の会議を迎えさせていただいた。

・平成２０年３月の「自治基本条例」制定を目標に進めてきたため、委員の皆様には、かなり、厳しい日程の中で審議をしていただきましたが、皆さまから、活発なご議論、ご提案をいただき、厚く感謝申し上げます。

・さて、本日の会議につきましては、前回の課題検討、第２２条と第２３条と前文の検討を終えていただいた後、全体を通してのご意見をいただき、パブリックコメント実施に向けた最終条文をまとめあげていただきたいと考えており、よろしくお願いします。

・なお、町議会への議案上程は３月議会を予定していますが、町議会各会派に対する「自治基本条例」の説明会を今週と来週、予定させていただいている。

・説明会の開催は、町議会からの提案によるものであり、「自治基本条例」の制定に対する議会の皆様の関心の高さが伺われるものと認識しているところです。

　２　本日の会議

【委員長】　　それでは、会議次第に従いまして、議事を進めてまいりますので、よろしくお願いします。

はじめに、議題(1)の『第７回ネットワーク会議検討事項の確認について』を議題とさせていただきます。事務局の説明をお願いします。

【伊藤主幹】　それでは、議題(１)第７回ネットワーク会議検討事項の確認について、説明させていただきます。

次第をおめくりいただき、資料１ページをご覧ください。前回のネットワーク会議の決定事項ですが、１点目として、第5章第12条から第2節第17条までは提案条文とする。２点目として、第18条については、事務局提案条文を下記のとおり修正する。なお、『啓発等の等をはじめ、他の条文にも等という表現がある。等には何があるのですか。』とのご質問をいただいておりましたので、ここで説明させていただきます。等と表記のある条文は、下段の点線で囲んだ部分に示したとおりです。

第2条　条例等の等には、規則、要綱、要領が含まれます。第5条 第2号 個人情報等の等には、プライバシー、職務上知ることのできた情報があります。

第６条 第2項　政策立案等の等には、実行、評価があります。

第15条 施策、事務事業等の等には、政策が含まれています。

第16条 第2項 町民の意見、要望、提案等の等には、修正が含まれています。
今回、見直しを行った第18条ですが、素案条文第１項では、啓発等の等は指導を含んでいると考えていましたが、修正条文第2項では、指導及び啓発と表記するため、等を削除することとしました。


資料2ページをご覧下さい。3点目の確認事項として、第6章 第19条と第20条は、事務局提案条文とする。

4点目、地域力の向上と充実 第21条につきましては、条文は削除しない。ただし、地域社会という表記について、事務局で再度検討する。でした。

これを受けまして、庁内職員による検討委員会でも検討させていただき、今回、地域づくりの推進第21条として、「町は、自立した地域づくりを推進するため、地域力の向上に努めます。」を再々提案させていただくものです。

なお、この21条については、委員からご意見、ご提案を頂きました。お手元に配布させて頂きました追加資料により説明をさせていただきます。

神田委員からは、地域力の定義として、①「地域における自治を推進する力」②「地域の問題は地域住民が自ら行動する力」とありましたが、「地域力」という言葉は、一般的に使われる言葉なのでしょうか。また、条文のどこかで定義がしてあるのでしょうか。

「地域力」を「地域における自治を推進する力」とするならば、今回、提案している条文では、同じような言葉の繰り返しになり分かりにくいように思われます。

この条文では、①の内容はわかりますが、②の部分が薄いと思います。②の結果、「住民意思を町政に反映させる」ことに言及した方がいいのではないでしょうか。とのご意見を頂くとともに、下段のとおり、新たな条文の提案をいただいております。

また、長山委員からは、地域力の定義は、何なんでしょうか。具体的に細かな説明が要求されそうです。従って、「前文」8行目にある「地域の活力」を使用し「･････、地域の活力を高めることに努めます。」にしたらと思います。ただ、インパクトは低いと思いますが。とのご意見を頂くとともに、下段のとおり新たな条文の提案をいただいております。

また、杉浦委員からは、三好町の自治と行政区における自治を考えるとき、整合性を持ち、同一歩調で進めたいと思いますが、別の組織と考えるべきものですか。また、①として行政区の区民の定義があれば教えていただきたい。

②区費の不払い、同一区内で区費の違いがあるのは、どういうことですか。

③行政区内の施設利用料に区民と区民外に差を設けることはどういうことですかの３点について、ご質問をいただくとともに、条文についても、新たな提案を頂いております。

はじめに、神田委員、長山委員からご質問のあった「地域力」について、簡単に説明させて頂きます。地域力とは、地域社会の問題について、市民や企業をはじめとした地域の構成員が、自らその問題の所在を認識し、自立的かつ協働を図りながら、地域問題の解決や地域としての価値を創造していくための力と言われております。現在、三好町の地域自治は、町長が委嘱した区長を中心とした行政区により行われており、町は、25の行政区に対して、画一的な支援を行っています。しかし、最近は、新旧行政区の運営規模の格差、地区公共施設のあり方、区長が執行する町の補完事務など、様々な課題が生じております。また、町としても、今後、様々な要因から、厳しい財政事情を背景に、これまでの公共サービスを維持することが難しくなることも予想されます。こうした中、現行の行政区単位を維持しつつ、学校区を中心としたコミュニティ単位において地域力を高めていただくことが、地域の福祉や防災、子育て、教育など、様々な課題の解決につながり、力あふれる地域を形成し、これからも住み続けることができる地域づくりができるものと思います。条文の中に、「地域力」の定義や概念について盛り込んでいませんが、条文の解説の中で、詳しい説明を行っていきたいと考えております。

続いて、杉浦委員からご質問のありました件についてですが、まず、三好町の自治と行政区における自治についてでありますが、先ほど、説明させていただいたとおり、現在、三好町では２５の行政区に対して、画一的な支援を行っていますが、実情として、きたよし地区、なかよし地区、みなよし地区では、地域が抱える課題や考え方に大きな違いが生じてきています。それを踏まえ、地域単位で地域の課題ごとに取組んでいただき、それぞれが自立した地域づくりを行っていくことが、地域自治であると考えております。

また、①の質問の行政区の区民の定義については、条例の定めはありませんが、行政区の区域内に住んでみえる方は、すべて区民であると考えています。②についてですが、区費は、それぞれの行政区が規約等により徴収しているものです。不払いの方がみえるとのお話も伺っております。③の施設使用料についてですが、集会所や地区公民館などは、建設時の地元負担の経緯により、それぞれの行政区の規約で決められております。以上で説明とさせていただきます。
【委員長】　　第１８条及び第２１条について事務局から説明をさせていただきました。２１条については３委員から提案があったわけですが、まず、第１８条に関して、ご質問やご意見がありましたら、お願いします。
１８条については、先の第７回会議の時に色々とご意見をいただき、おおよその案をつめさせていただいたわけです。その中で、「等」について、啓発等について、指導及び啓発にしっかりと改めさせていただいたわけで「等」抜いた形にしたわけですが、このことについていかがでしょうか。
【杉浦委員】　１８条の「等」は削除したけれども。２条、５条、６条、１５条、１６条は「等」を残すということでしょうか。
【委員長】　　基本的には、そういうことです。
【伊藤主幹】　１８条以外の「等」には、条例以外の表記も含まれるという意味で説明いたしました。

【杉浦委員】　１５条の事務事業等の中に政策があるとか、１６条に提案等の中に修正があるということを初めて知ったのですが、解説は載るんでしょうか。

【伊藤主幹】　説明の中では入れていきます。

【杉浦委員】　はい、承知しました。

【委員長】　　特別無いようでありますので、第18条については、今日提案させていただくこの案文でご理解いただけるでしょうか。挙手をお願いします。全員のご賛同をいただきました。ご決定いただいたとおりとします。

続いて、第21条の再提案につきまして、ご意見がありましたら、お願いします。

このことについての意見は、神田委員さん、長山委員さん、杉浦委員さんから出されたわけであります。質問については、事務局から説明させていただいたわけであります。最初からどれが良いかと言うのではなくて、このこと全体に関してご意見がありましたらお願いします。

【委員長】　　杉浦委員さん、今この３点についての質問に関しては、事務局の説明でご理解いただけたのでしょうか。

【杉浦委員】　行政区は町とは別組織と考えるべきなのか、答えてもらえなかったと思います。行政区には行政区の規約があるので、それにそってやっていくというのですけれども、そこに町が関わっていくのか、関われないのか。区民と言うことを聞いたのは、町民の定義はそこに住む、働く、学ぶと定義していますが、一緒なんですけど、そこに住んでいるもの、働くもの、学ぶものを定義とするのか、事務局と皆さんはどう思っているかと思って質問しました。施設利用料ということですけれども、行政サービスが公平に行われるならば、何故そこに差があるのかと思っていました。同一区内で区費に差があるのは、行政区の規約なんでしょうけど、単身者、アパートに住んでいる人、世帯者は区費が違うということがあるのですが、私の初歩的な理解がないのかもしれませんが、なんだか、行政区のことと、町の全体の組織のこととか曖昧だったので、この場で質問することではないと思いましたが、質問しました。
【柳川課長】　町は地方公共団体であり、憲法、地方自治法で規定されている普通地方公共団体であります。区と言うものは、市町村で色々言いますけど政令指定都市は別として、三好町と同レベルのところでは、三好町は行政区といっていますが、自治会といったり、その市町村を構成する任意の自治組織というふうにご理解いただきたい。その自治組織については、法律や条例では定められていません。ただ、平成１６年の地方自治法の改正に基づいて、地域自治区というものを設ける事ができるようになりました。それを受けて、地域自治区を条例で定めている自治体も出てきています。ですから、町と行政区は違いがあります。
区民の定義と言うのはありませんが、その区に居住している人が区民であり、ひいては町民であると思いますのでご理解願います。ですから、区民の定義や根拠法令はありません。

区費については、それぞれの規約に基づいて徴収されていますので町がどうこういうことはありません。

最後に、施設の利用料に差がついていることですが、本来は公の施設、地区の児童館、公民館は条例で設置されていますので、本来は誰が使われても同じなんですが、建設するときの経緯があって、地元が相当な負担していますので、今は区の管理状況に置かれている。不公平なところを是正していきたいということで、この２１条で、規定をさせていただいて、それに向かって町も進めていきたいと考えています。
【委員長】　　よろしいでしょうか。納得されたということでよろしいですね。
２１条の再提案のものは「自立した地域づくりを推進するため地域力の向上に努めます。」に対して、後半の部分で、神田委員からは「地域住民の自治活動を支援し、住民意思を町政に反映させるように努めます」と提案いただきました。長山委員さんからは「地域の活力を高めることに努めます」ということで提案をいただきました。それぞれ、皆様のご意見をお願いします。

【委員長】　　神田さん、長山さんから「地域力」という言葉に対して、神田さんから一般的に使われているのかと、長山委員さんも地域力の定義についても、これには具体的な説明が要求されるのではないかというところから、「地域の活力」と言う言い回しで表現しています。
【長山委員】　考え方としては、第６章に参画及び協働があって、２０条に参画協働の推進があって、２１条の前段は地域づくりの推進があって、そういった観点でいくと、まちづくりというものを考えますと、町の具体的に負担する部分について考えますと、神田さんが言われるように町がかなりの支援、具体的なところまでの支援というところをやることは無理かと思うけれども、通常は区で行う、区で推進するまちづくりを考える上では、ちょっと町の支援が薄らいだというところを考えて、地域力の活力という、本当の地区の地域づくりを推し進めたという表現をと考えたものです。

【委員長】　　言葉の言い回しは難しいものですが。どなたか意見は。
【天石委員】　地域力の出典をお聞きしたい。地域力は、三好町の造語ではないでしょうし。
【伊藤主幹】　地域力とは、そもそも阪神淡路大震災の発生に際し、災害に強い地域を形成する上での原動力として、神戸市在住のまちづくりプランナー　宮西悠司氏により提唱された概念だとありますが。この地域力という言葉は、各自治体において、また、教育についても地域の教育という言葉も使われており、三好町の造語ではないと考えています。
【柳川課長】　最近、地域の教育力が低下していると言われておりますけれども、教育、防災、交通安全、環境美化、少子高齢化、子育て、介護などの様々な地域課題を解決する力を地域力ととらえています。
【天石委員】　誰が捉えているのですか。

【柳川課長】　それは、町の考え方として捉えているところです。阪神大震災においても、自治体の力が及ばないところにおいて、周辺住民の力において、一番先に救出活動を行っている。防犯、防災の地域力を高めていこうと、地域力という言葉が地方分権に伴って言われています。
【天石委員】　色々な条例等でオーソライズされている、使用されていると言うことでしょうか。
【柳川課長】　条例とか法令に基づいた言葉ではないと思います。

自治基本条例は各市町村で作られていますが、一般的な既に出来上がっている個別条例とは違いますので、これからまちづくりを作っていこう、自己の規範を定めていこうという条例ですので、この中に言葉としてなじむかなじまないかということはあるかもしれませんが、われわれとしては、地域力、これからのまちづくりには、町だけでは機能しませんよ、一般住民の人たちも自分たちでできることは自分たちでやるんですよと言う意識付けを行い、地域づくりの推進の中に「地域力」という言葉を入れさせていただいています。
【長山委員】　町の教育基本方針の中に、地域の教育力というはあっても、地域の教育は使われていない。定義と言う中で、どういうのが正しいのかと、私も考えたのですが、地域の教育力なら分かるけれど、教育力の定義を考えたとき、地域力は今の説明からは、少しニュアンスが違うかなと思いましたので、補足させていただきます

【柳川課長】　昔は、近所に怖いおじさん達がいて、何か悪いことをすると叱られた。そういうものが地域の教育力だと思うのです。そういった教育力も含めた地域力がこれから問われるのではないかなと理解して、例としてあげさせていただきました。たしかに地域の教育はないと思います。例えば、学校でのいじめ問題が起きたときに、学校だけでなく、地域の課題として考え、解決することができればと考えております。
【新谷委員】　今、私たちが議論しているのは三好町の自治基本条例についての条文です。三好町の中でどのようにして住民自治を実現させていくか、そのための参画と協働の条文として、地域づくりをどう進めるかという条文、自治基本条例の参画と協働をどういうエリアで、どういう方向で推進するのかを盛り込むことが必要だと思います。前回、地域というのがどういうエリアなのか、現在の行政区なのか、新しいエリアを考えていくのかと質問しましたが、そんなに簡単に出きるものではないと答えられましたが、でも現状条文として、そうは言っても、行政区はこのままではなくて、一つのエリアは考えていこうと、地域づくりの推進として考えていこう、地域にある課題を把握して解決する力が必要ではないかというところから、地域力という言葉を類推すると地域の課題を発見して解決する力かなと思います。最初に事務局から提案された文章ではありますが、項目として地域づくりの推進として、文章案としては「町は町民自治に基づく自立した地域づくりを推進するため、地域力の向上に努めます」という文面で、ただ、地域力を十分に理解されないのであれば、例えばここで話し合って合意した内容で補足していくことで、ご理解いただけるのかなと思いました。神田さんからのご意見に関しては、長山さんからもご意見ありましたように地域住民の自治活動支援まではいいのですが、その後の意志を町政に反映させるというのでは、ちょっと違ってくるなと感じました。
【委員長】　　他にはいかがでしょうか。再提案のところの、自立した地域づくりを推進するが網掛けになっていますが、お二人から出していただいた提案につきましては、「地域づくりを推進するため」までは二人とも入っています。地域力の向上に努めますという、「地域力」の解釈の仕方が分からなかったところで、このようなご提案があったと理解をさせていただくものであります。事務局提案は「地域力の向上に努めます」という短い文章でもって、地域力については、今説明をしたところでありますが。長山委員さんのものが、きわめて近い形であろうと、「地域の活力を高める」と言うものであり、神田委員さんはもうちょっと違う感じですが、最終的には意見をいただいたうえで挙手をと思っています。
【委員長】　　特別にないようですので、地域力でいくのであれば、その説明をつけるという形が必要だと、それでは採決をとらせていただきます。まず、事務局の再提案のもの、地域力の向上に努めますで、地域力については注釈をつけることに賛成の方の挙手をお願いします。

［賛成多数］
今、再提案をさせてもらったものに決めさせていただきます。
【委員長】　　続いて、議題(2)の『条文の検討及び見直しについて』を議題とします。

条文の説明につきましては、第６回会議で、説明させていただいておりますので、条文の検討に入らせていただきます。

第22条について、ご質問やご意見がありましたら、お願いします。

【伊藤主幹】　この22条について、杉浦委員から、ご提案を頂いております。お手元に配布させて頂きました。網掛けの部分について、素案条文では「協力するよう努めます。」となっていたものから「努めます」を削除しての提案を頂いております。以上です。
【委員長】　　「協力するよう努めます」を「協力します」という形で提案を頂いたものです。
【杉浦委員】　相互に連携しますでもいいし、あまり細かいことは言わなくてもいいのかもしれませんが、努めますより意思があるように思いましたので提案しました。
【委員長】　　それぞれ読んでいただければ、「協力するように努めます」という形か、「協力します」とはっきり言い切るか、採決する形でよろしいでしょうか。
【佐宗委員】　確認したいのですが、他の自治体との絡みですので、そういった意味では難しいケースがあると思うのです。だからこういう「努めます」という文章ではないかと思うのですが。
【柳川課長】　おっしゃるとおりです。協力できる部分と、できない部分など、それぞれ市町村の独自で行っていることがありますので、今、他の自治体の自治基本条例を確認していますが、ほとんど努力条項となっている。言い回しの違いはありますが、ほとんど「努める」という文言が入っている。豊田市も「努める」です。
【委員長】　　採決させていただきます。素案の「協力するように努めます」に賛成の方の挙手をお願いします。

［全員賛成］

第22条については、素案条文で決定してまいります。次に、第23条について、ご質問やご意見がありましたら、お願いします。

【伊藤主幹】　この23条につきましては、杉浦委員から、追加資料2ページ、中段にありますように、①点目として、「必要が生じた場合の見直しは、誰が判断するのですか。」②点目として、「町民からの発議」や「議会からの発議」を認めなければ、町民自治とは言えないのではないか」、③点目として、継続的に、町民自治や協働について検証し、町長に答申する町民主体の機関の設置が必要ではないのですか。現在、そのような機関はありますか」とのご質問を頂いています。

また、新たな提案条文として、網掛けの部分について、素案条文では「必要が生じた場合には見直しを行います。」となっていたものから「必要が生じた場合は」を削除して第１項とし、第2項に新たに条文を設けることとした提案を頂いております。
ご質問の①点目ですが、見直し期間中に各部署を通じ自治基本条例の検証を行い、現在、庁内で設置されている自治基本条例検討委員会で、見直しが必要かどうかの検討を行っていきたいと考えています。

②点目については、前回説明させていただいたとおり、地方自治法第７４条に住民請求、地方自治法第１１２条に議会の発議についての規定がありますので、発議については、保障されているものと考えています。

③点目の町長に答申する町民主体の機関の設置についてですが、５年ごとの見直し作業時には、外部委員による組織を設置し、ご意見やご提言を頂いていきたいと考えています。以上です。
【委員長】　　杉浦委員の提案に対して事務局から説明がありましたが、杉浦委員さん、そのことに対しては。
【杉浦委員】　町民が、自治条例をどう制定されて、その後どうであるのかを判断していくことが自治につながると思うので、見直しのための会議では単発的、その場での意見を聞くということだから、継続的に見るような機関が必要ではないかと思うのです。先ほど庁内の各部署の検討委員会は行政側の検討委員会でと言われた。住民組織ではないですよね。そこに、町民が判断する組織がほしいと思ったものです。

【委員長】　町民の組織とは、恒常的に作っておくということですか。
【杉浦委員】　例えば、他の自治体でも協働、まちづくり審議会とかあるとか聞いたような気がしますので、そういうものが三好町にもほしいなと思いました。
【柳川課長】　先ず事務局の考えを述べさせていただいて、後で皆さんでご検討していただきたいと思います。恒常的な自治基本条例の検証については議会がありますので、そのつど、例えば一般質問等で検証することができると思います。まず、一義的には、町はこの条例と他の条例等との整合性はあるかなどは、内部の組織で検討していきますということです。町民の組織は、自治基本条例の精神に基づいて、町が作るのではなくて、そういう考えがあるならば、町民の方で自主的に組織をしていただいて検証していただくことも一つの方法ではないでしょうか。仮にそういう組織ができて、自分達で勉強して、検討してここのところは見直しが必要ではないかとなれば、地方自治法第74条に基づき、条例の制定、改廃の請求権があり、選挙権を有するものの５０分の１以上の署名で行使することもできますので、そういう制度を活用されればいいのかなと思います。
【委員長】　説明に関して、何かありますか。
【杉浦委員】　他の自治体では、それを保障するような会のある自治体もあるのではないかと思うのですが、町民が自主的に組織を立ち上げ検証するのではなくて、行政側のほうから保障して、そういう会を持つという自治体はございませんか。
【柳川課長】　見直しにかかる時にはあると思いますが、把握していません。自治基本条例の中で、見直し条文として保障していますので、ただ、ずっと検証していくという条文はどこも入っていないと思います。勘違いされるといけないと思いますが、２３条で条例の見直し条文をいれて、定期的、５年を越えない期間ごとに見直の検討をしていきますよということで見直しについて保障している。杉浦さんの提案について、町民からの発議については、自分達でそういった組織を作られることについては良いのではないかと思います。
【杉浦委員】　そういう組織を立ち上げた場合に、そこで出た意見を取り上げる、聞く耳を持つということも保障されるのでしょうか。
【柳川課長】　意見は今でも、町長への提言などで色々な意見を伺っています。これは制度の問題になりますが、それは地方自治法第74条に基づき、有権者の５０分の１以上の署名があれば制度として行われる。杉浦さんのいうのは、条文の中で、５年を経過しないごとにという部分で、１年でも２年でもという解釈でしょうか。見直しの発議が「おかしいと思ったらすぐ」見直しをしていくということですか。
【杉浦委員】　見直しではなく、一年単位でも、この一年どうであったかなとか、検証する機関が必要ではないかと思ったのです。参画とか協働とかについて客観的に検証する機関が必要ではと思うのです。
【田中委員】　杉浦さんの意見には矛盾があるような気がします。公平で公正であるというなら、監視的な組織は必要ないと思います。それよりも、もっと自発的な立場から、町民全体が自分の意見が言える場所を、自分達で作っていくべきだと思います。そういう意味で、すこし矛盾があると思います。
【杉浦委員】　監視するのではなくて、町民として意見の言える組織という意味です。
【委員長】　　２３条については、２月２３日の時点の当初は無かったわけです。やはり見直し条項は必要ではないかと、検討するということを入れておいたほうが良いというご意見もあり、９月の段階でこのような条文でということであり、杉浦委員さんは、このことがきっちりと守られていくような形での、そういう町民の組織があったほうが良いという考えかたでしょうか。
【杉浦委員】　守られればいいんですけど、監視とかいう意味ではないです。
【委員長】　　自治基本条例そのものは、三好町の最上位の規範という形であり、設置していくのに、皆様方の公募委員、各界の代表の方々に委員として参加いただいて、策定ネットワーク会議を開き検討いただいて８回目を迎えています。基本的には、決めていただいた憲法のようなものが、そう簡単に変わるような形の中でのという議論ではなかった、慎重にやっていただいて今まで来たわけです。５年を超えない範囲ごとに条例の内容について検討していく、これは町長がとなっているから、では、住民だったらどうなのかという素朴な考え方かもしれませんが、色々な場面で発議ができる、おかしいとなればできる形を、監視と言う形でなくてもあったほうが良い、ネットワーク会議がこのまま延長してあったほうが良いということでしょうか。
【杉浦委員】　一般の町民が、条例が施行されて、それが進んでいるのかということです。
【赤川次長】　これは条例ですので制度ですよね。「何々計画」であれば毎年検証していくことは、どこまで進んだか、進捗率が何％まで進んだかを検証することはできますが。条例はこの制度を一回作って、この制度に無いものをどうしたらいいか、追加なり修正が必要だと思います。先ほど主幹の説明にもありましたが、５年ごとの見直しの作業時には外部委員による組織を設置し、ご意見やご提言をいただくことを考えていると説明をさせていただいています。それで、見直し条文の５年ごとに、これは４年目には内部で検討の委員が、検証に着手しなければならない。５年を越えない範囲で、外部委員に関しても組織して検証を行うといっています。事業の展開をする計画、行政改革についてはどうだとの検証とは違いますので、毎年、検証する会議が必要であるかは疑問であります。
【委員長】　　他に質問等がなければ、採決いたします。９月２６日付け事務局提案に賛成の方の挙手をお願いします。

［賛成多数］
次に、議題(3)前文についての検討に入りたいと思います。事務局の説明をお願いします。

【伊藤主幹】　前文につきましては、第3回のネットワーク会議で素案文を提案しておりますが、条文･全体の検討を先に行い、その結果を踏まえ、制定の理由・目的・原則などを述べる前文について、ご意見やご提言をいただくということで進めてまいりましたので、よろしくお願いします。

それでは、三好町自治基本条例に関する資料の、前文をご覧ください。下段の解説で説明させていただいているとおり、前文では、三好町の自治、条例制定の理由をまとめています。自治基本条例が制定される環境条件となった3つの要因としては、①地域の自主的・主体的な「まちづくり」の進展、②地方分権改革とそれに対応した自治体改革、③NPOや市民活動などの活発化と協働への注目が挙げられます。
なお、杉浦委員から、昨日夕方、ＦＡＸにより、前文の新たな提案を頂いております。お手元に配布させていただいておりますので、提案理由について杉浦委員からご説明があればと思います。以上、説明とさせていただきます。
【委員長】　　ただいま、事務局より説明がありました。杉浦委員さんから新たな提案がされたということであります。説明をお願いします。

【杉浦委員】　私は、前文を読んだときに三好町を具体的にイメージできるようにしたいと思いました。私はあたらしく越してきた住民ですので、その時に受け入れてくださったという思いがありまして。そして人口が増えてきた。そして共生、共存、新しい町を作っていくというイメージで文章ができればと思いました。地理的なことだとか歴史だとかを入れました。１０年ぐらいしか住んでいないので、不確かな部分もあるかもしれませんが入れました。自治については、文章的に深みが足りないかもしれませんけれども、事務局提案の方が優れているかもしれませんが、私なりに考えてみました。
【委員長】　　杉浦委員さんの提案の前文に目を通していただいたと思います。三好町を具体的に分かるように、そして歴史を知り、最後に自治の理念等と書いていただいたわけです。当初の素案とは全体の表現の仕方がかなり違っています。三好町を具体的に説明しているところがかなり違うところだと思います。
【長山委員】　「三好町自治基本条例」の後に、前文としてこの文章が入るのか。
【柳川課長】　そうです。

【田中委員】　一番最初に、この会議をしたときに「三好らしさって何ですか」という質問があったと思います。それで杉浦さんは、噛み砕いてここに載せたのだと思うのですが、真ん中に三好らしさがあって、この三好らしさを如何に問うか、問わないかに問題点、課題があって、どっちが良いとは言えないのですが、彼女の文章には三好らしさはあると思います。でも、自治基本条例の前文として、これをもってくるのはどうかなと思います。

【三井委員】　三好らしさを未来へという、三好らしさを具体的に入れることができないかと考えていたのですが、その点では、杉浦委員の文は、割と的を得ていることもあるなと思うところもあるのですが、自治基本条例に載せるとなるとむしろこれは三好町案内文としてはいいなと思ったのですけど、三好らしさは何であるかを書いて、それを未来へ伝えてというふうに書く部分があると良いなと思いました。

町民、町議会及び町長で、その後、町職員が入るのかなと思って、言葉の整理は最終的にしていただけたらいいなと思います。

三好らしさについて、少し具体的なものがあると、見たものにわかりやすいかと思います。
【委員長】　　この前文の三好らしさと言うところを、もう少し具体的に文章にしてということですね。
【杉浦委員】　私も、この前文を見て、三好らしさってなんだろうと考えていて、委員さん一人ひとりの思う三好も違うと思ったのです。三好ってどんなんだろう、いいところは、どこが課題、こんなことが欠けているという話し合いがあれば、最後まで条例を検討して、三好ってどんなところかというみんなの意見を、煮詰まってきたところで出せば、課題も見えてきたのではないかと、そういう話し合いがほしかった。皆さんがどのように三好を見ているのか知りたかったです。補足にはなりませんけど。私の思いは小さな町三好が人口がどんどん増えていって、私達のような新しい住民を受け入れて大きくなり、発展していく。そこにはいろんな問題もでてくるでしょうからそれを解決していくための自治条例があり、みなさんでまちづくりをしていこう、参画していくという思いを前文に載せられたらなと思うところです
【委員長】　　杉浦委員さんは三好らしさの思いを、このような文章で表現していただいたと理解すればよろしいでしょうか。
【杉浦委員】　分からないですが、町勢要覧のような文章ですいませんが、後半部分で、人口がだんだん増えている、多様な人がいるその中から新しい町を作っていく、自分のまちは自分で守って育てていくんだという気持ちを私も持ちたいなと思っています。
【委員長】　　そういう思いがあって、この前文の提案をいただいた。
【長山委員】　杉浦さんが、三好を愛する気持ちは良く分かると思います。ただ、条例の中の前文でということですので、田中委員さんと同様、これで良いのかと思いますし、このままの表現にして、条例を読んだ人が、三好はどういうところだろうかと、推測し推定してもらうのも良いのかと思います。

【委員長】　　杉浦さんの、提案いただいたことは、町勢要覧にあるのか。
【柳川課長】　三好町の位置づけは行政概要に載っています

【新谷委員】　前文とは、結局さらに思いを載せる部分なので、どっちがという判断はできかねるんですよね。文面も違いますしね。パブリックコメントに条文をかけるにあたっては、この自治基本条例とはどういうものか、どういう風に必要を感じて立てたのかということを前文で伝えなければいけないということがあると思います。今回は、事務局案を前文として載せて、パブリックコメントで長山委員の言われるような意見も出るでしょうし、私たちもの会議ももう一度あるので、そこの段階で、三好らしさを盛り込むとよいとう案があれば、そこで最終的に意見交換も可能であろうと思います。条文とは違ってここで「さあ」と言われても、なかなか出るものではないので、ここでは条文の意図を正しく伝えていく前文というのを出していってはいかがかなと思います。
【委員長】　　資料に今後の策定スケジュールがありますが、議会各会派への細かい説明をさせていただき、条例素案ができパブリックコメントを１ヶ月間行い、住民の皆さんの意見を聞き、最終的には、１月の下旬に皆様方とこの会議を開き、ご意見を伺って、３月の議会で上程させていただく予定をしているところです。
この前文と言うのは、比較といったところで、気持ちは同じとしても三好町をアピールしながらというのが杉浦さんの前文であり、当初から皆様に提案させていただいた、こういうふうが良いのではと町が提案したものがあるわけです。新谷委員さんから提案もありましたが、これをパブリックコメントにかけていくんだと、そうすると意見も出てくるだろうと、最後の機会にそれをもって検討できるのだという意見をいただきましたが、今の杉浦委員さんのご提案のものも、そのときも含めて、最後の会議で、他の出てきたものも含めて検討いただくということでよろしいか。昨日ファックスで提出されたものですから、皆様方に前もって送ることができなかったものですから、今回、あまり挙手でということはと思っています。
【天石委員】　それでは、パブリックコメントには前文を載せないでということですか。
【委員長】　　いや、パブリックコメントに出します。採決をとります。また、杉浦さんは意見がありましたらまた言ってください。町の提案に賛成の方の挙手をお願いします。
［賛成多数］

ありがとうございました。この素案でもってパブリックコメントをさせていただくということでよろしくお願いします。

前文については、これで決定させていただいたとおりとします。

次に、議題(4)パブリックコメント実施に向けての条文最終検討についてに入りたいと思います。事務局の説明をお願いします。

【伊藤主幹】　ご決定いただいた条文(案)により、12月15日から1月15日までの１ｹ月間、広報「みよし」、ホームページ、町民プラザ、サンネットにおいてパブリックコメントを実施させていただきます。

パブリックコメント終了後、町民の皆さまからいただいたご意見、条文内容の法規担当の意見、庁内検討委員会の意見をまとめ、次回のネットワーク会議で最終検討していただく予定です。文言や表記の方法については、改めてご検討いただくこととし、条文に盛り込む内容についての有無について、ご意見やご提言がいただければと考えております。以上、説明とさせていただきます。

【委員長】　　条文全体を通して、ご質問やご意見などがありましたら、お願いします。

【三井委員】　定義のところ３ページのところ、「執行機関」について、もう一度説明願えますか。それと、後半に書かれている委員会とは選ばれた人たちの委員会でしょうか、執行機関とは公的機関という解釈だけでよろしいのでしょうか。
【柳川課長】　執行機関につきましては、地方自治法で定められている執行機関です。

【三井委員】　文字ではかかれています、町長、教育委員会というのはあるんですけど、何となく公的なものなのか、理解に苦しんでいまして。たびたび執行機関という言葉が出てきていますので、全部執行機関と言っていいのかなと思ってしまいましたので、教えていただきたい。
【柳川課長】　全て公的な独立した機関です。任意の団体ではなくて、法律で定められた執行機関であるということです。町長と言うのは、われわれですが、教育委員会は学校教育、社会教育。選挙管理員会は選挙を司る。監査委員というのはこれら町長の執行しているところを監査する。農業委員会というのは農地法などの事業。固定資産評価委員会は税法で出てきます。そういったそれぞれの法律で定められた機関です。
【三井委員】　簡単にいうと選ばれた人たちという解釈で、公務員ではない人たちでよろしいんでしょうか。
【柳川課長】　公務員です。農業委員というのは公職選挙法に準じて選ばれます。全てではありませんが、農業委員会に関する法律の中で選ばれます。
【委員長】　　他に何かありますか。特に無いようであります。ありがとうございました。昨年、11月8日の第1回会議から本日まで、8回にわたって、委員の皆様の活発な議論、検討をいただきながら、全ての条文及び前文について、ご決定いただきました。修正等もいただきました、多くのご意見、ご提案、本当に、ありがとうございました。決定いただいた条文で、パブリックコメントを実施してまいります。
次に、議題(5)スケジュールについて、事務局の説明をお願いします。

【赤川次長】　パブリックコメントは、１２月１５日号の広報にて掲載を予定していまして、条文と概要版でパブリックコメントにかけてまいります。

このあとのネットワーク会議につきましては、１月３１日（木）の午前９時３０分から午前１１時３０分の２時間をこの会場で予定していますので、最終的な第９回ネットワーク会議の日程の調整をよろしくお願いいたします。

【委員長】　　ただ今、事務局から説明がありました、第９回の会議は、これの総まとめであります。パブリックコメントは新たな形での提案もあるかもしれません、最後の委員会で締めくくっていきたいと思いますので、是非ご出席いただけますよう、よろしくお願いします。以上で、今日の議事を閉めさせていただきます。ありがとうございました。
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